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第 4 節 

知的財産権のエンフォースメント措置 
 

1. 非公式の措置 
 

ここで非公式の措置とは、知的財産権者が所管当局の介入を受けることなく自己の法

律上の権利を守るために取ることのできる措置をいう。状況によっては、非公式措置の

ほうが訴訟より効果的である場合もある。非公式措置には、侵害行為防止のための技術

的対策、地元紙への警告文の掲載、警告状の送付、侵害者との和解などがある。 

 

対象となる侵害 措置の内容 所要期間 長所 短所 

すべての侵害行

為 

関係者の協力

の程度により

異なる 

期間に関する

定めはない。

通常は 30 日程

度であるが、

事件が複雑で

あればこれよ

り期間が長く

なることもあ

る。 

- 侵害者が誠実

に対応すれば最

短、最低費用で

侵害を停止させ

る こ と が で き

る。 

- この措置の結

果を、その後の

法的手続の証拠

とすることがで

きる。 

- 侵害者の協力

の程度に依存

すること。 

- 措置に強制力

がないこと。 

 

実際には、知的財産権者の目的が消費者に真正品を選択させ、模倣品／侵害品の流入を防

止することにある場合には、技術的対策および／または地元紙への警告文の掲載が行われて

いる。事案を友好的に解決したい場合は警告状の送付が推奨される。 

 

警告状の内容は下記の通りとする。 

 

i) 発信者（知的財産権者またはその正式代理人）に関する情報 

ii)侵害された知的財産権 

iii)侵害行為の内容（侵害行為が発生した場所、侵害品／サービスの所在地、侵害の範囲

など） 

iv)侵害者への要求 

 

代替的紛争解決方法として、侵害者に自己の行為が他人の知的財産権の侵害であるとの認

識がない場合や自己に過失がないと考えている場合には和解または調停という形式で侵害者

と協議することを推奨する。また、侵害者と直接の関係を構築することで知的所有権者また

はその代理人は以後の訴訟で使用可能な貴重な情報を入手することができる場合が尐なくな

い。 

 

2. 行政措置 
 

2.1 範囲と特徴 
ベトナムでの行政措置の適用の範囲と特徴は以下の通りである。  

 

対象となる侵害 適用される救済措

置 

所要期間 長所 短所 
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- 著作者、権利者、

消費者、社会の利益

が損なわれる知的財

産権の侵害行為 

- 模倣品の製造、輸

入、輸送または取引

またはこれらの行為

を行わせる目的での

模倣品の他人への譲

渡 

- 偽造の標章、偽造

の地理的表示を付し

た公印、ラベル、そ

の他を作成し、輸入

し、輸送し、取引し

または保管するこ

と、またはこれらの

行為を行わせる目的

でのこれらの品の他

人への譲渡 

- 主要な制裁: 警告

または罰金 

-追加的な制裁およ

び救済措置（侵害

要素の除去または

破壊） 

約 3 ヶ月。

事件の複雑

さによって

異なる。 

- 時間を節

約できる。 

- 侵害行為

を即時停止

させるため

の最も効果

的な方法 

- 損害賠償請

求ができな

い。 

- 小規模事件

への警告効果

しかない。 

 

2.2 侵害は行政措置で解決可能  
 

知的財産権の侵害に対する行政措置は、公共および消費者の利益はもとより、社会的秩序

を保護することを目的としたものである。このようなことから、行政措置は、知的財産法で

定める適用条件に該当する侵害に対してのみ適用することができる。 

 

a. 著作者、権利者、消費者、社会に損失または損害をもたらす侵害行為 
 

行政措置により知的財産権の侵害行為を解決するための第一条件は、当該侵害行為が著作

者、知的財産権者、消費者または社会に損害をもたらしていることである。この規定は、侵

害者に対する警告状を送付するとの条件を除去するために改定されたものである。警告状の

送付は、それまでは、つまり改正前の法律では行政措置を適用するための前提条件となって

いた。しかし、それでは侵害が当該知的財産権に実際に損害を生じさせ、それを行政措置に

よって解決しうるということをいかに確立するかという疑問が生じるのである。 

 

上記の問題に対処するため、知的財産の分野での行政上の制裁に関する政令 （現行の産業

財産権の分野での行政上の制裁に関する政令第97/2010/ND-CP号）では、侵害行為が行政措

置で解決する対象となるかどうかは侵害の性質を考慮して決定すると定めている。従って、

知的財産権の侵害行為はいかなるものも著作者および知的財産権者に一定範囲の損害をもた

らすので、著作者および／または知的財産権者の要求に基づき、行政措置により解決するこ

とができる。他方、消費者または社会の利益（「公共の利益」という）を損なう侵害行為で

あれば、知的財産権者に実際の損害がなくても行政措置を適用することが可能である。 

 

侵害によって「公共の利益」が損なわれていることを所管当局に証明するためには、知的

財産権者は侵害品とされる製品が次のいずれかに分類されることを証明しなければならない。 

- 食料品 

- 医薬品または薬剤 

- 動物の飼料 
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- 肥料 

- 動物用薬剤 

- 殺虫剤 

- 植物品種 

- 人体、家畜類または環境に悪影響を与える家畜（この場合、当該侵害品が人体に有害

な影響を与えたこと、または与える可能性があると知的財産権者が主張する根拠とな

る科学的証拠などを添える） 

 

b. 模倣品 
 

模倣品に行政措置を適用するための具体的条件は示されていない。知的財産権者から請求

があったときまたは所管当局の職権により行政措置が適用できることになっており、知的財

産権者は自己の権利の証拠を提出し、当該商品が自己があるいは自己が権限を付与したもの

により製造されたものではないことの陳述を行う必要がある。所管当局が比較のため真正品

のサンプルの提出を求めることもある。 

 

c. 偽造標章または偽造の地理的表示が付された公印、ラベルその他の物 
 

偽造標章または偽造の地理的表示が付された公印、ラベルその他の物は、知的財産権者の

請求により、または所管当局の職権により行政措置を適用できる物である。 

 

2.3 行政上の救済措置 
公共の利益を保護する手段として行政措置においては、刑法に規定がない犯罪に対処する

ため、下記の行政上の救済措置または制裁を行う権限が認められている。 

 

a. 主な制裁 
- 警告：知的財産権の侵害行為の初犯者または所定の酌量事由に該当する知的財産権侵

害者に課される。 

- 罰金：累犯の侵害者に課される。ただし、いずれの場合においても罰金は 5 億ベトナ

ム・ドンを上限とする。 

 

b. 追加的な制裁 
 

- 没収：模倣品および模倣品の製造のみに使用された手段に追加的に課される。  

- 一定期間の営業停止 

 

 

c. 結果を是正する措置 
行政措置には、主要な制裁という形で侵害者を処罰する一方で、知的財産権の侵害者が知

的財産権者や消費者に対して深刻な影響を及ぼすことを防ぐ意味もある。知的財産法の下で

は、以下を含めいくつかの措置がある。 

 

- 侵害要素の除去： この制裁は、（侵害要素を排除した後の）侵害品が非営利目的で

使用されるものとなった後に、当該の知的財産権が再び脅かされることのないように

採用される。 

侵害要素の除去は、ほとんどが侵害品に適用される措置である。侵害要素が排除され

た後、問題の商品は以下を条件として売買や寄付の対象とすることができる。 

 +使い物にならない状態でないこと。 

 +知的財産権者の利益を損なう可能性が低いこと。 
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すなわち、侵害要素が必ず除去されていること。当該商品が売買されても当該知的

財産権の正常な利用の妨げとならないこと。当該商品のエンドユーザーが知的財産権

者の潜在顧客ではないこと。 

模倣品に対しても同様の条件で除去措置が適用される可能性がある。ただ、政府の

政策では模倣品に対する対策や措置の方が厳しく、所管当局は模倣品に対して除去措

置以外の対策を適用する傾向にある。 

- 侵害品の破棄： その性質上、人体に害を及ぼし、あるいは家畜や植物品種に有害な

影響を及ぼす侵害品に対しては、無条件で破棄処分が適用される。また、この制裁は

侵害品が以下に該当する場合にも適用されうる。 

 

o 当該品に含まれている侵害要素が除去不能である場合。 

o 侵害要素を排除すると侵害品が使い物にならない場合。 

o どのように処理されたかにかかわらず、侵害品が引き続き知的財産権の正常

な利用を妨げる場合。 

 

- 侵害品の回収： 所管当局は侵害品や模倣品がそれ以上知的財産権者の利益を脅かす

のを防ぐため、侵害者に対して侵害品や模倣品の市場からの回収を要求することがで

きる。但し、この措置が現実に適用されることは稀である。 

- 産業財産権を侵害する商品で輸送中のもののベトナム領土からの強制排除または偽造

標章もしくは偽造の地理的表示の付された商品の強制再輸出。 

- 産業財産権保護のための表示の強制的訂正または追加。 

- 産業財産権に関する誤った表示の強制的な公的訂正 

- 行政上の違反による不当利得の国庫への没収 

 

2.4 知的財産権侵害事件の手続きの進め方  
 

a. 注目に値するヒント 
知的財産権者は、所管当局の果たす役割を通じて十分慎重に知的財産権侵害に対処する計

画を立てなければならない。以下は、知的財産権者が留意することが望ましい、注目に値す

るヒントである。 

 

ヒント 1:  知的財産権侵害対策における目標設定 

現在行われている侵害行為に対して知的財産権者が損害賠償請求その他の救済措置による

ことなく即時の侵害停止を求める場合、知的財産権者は行政措置を利用するべきである。 

知的財産権者が法律に定める救済措置（侵害行為により生じた損害の補償を含む。）を請

求しようとする場合には、民事手続によらなければならない。民事手続では、知的財産権者

が受けた損害はある程度まで回復することができ、また侵害の結果を他の救済措置により解

決することが可能である。 

実際には、上記の方法を組み合わせるのが良い。知的財産権者は行政措置により侵害を即

時停止させた上で侵害の確固たる証拠を収集し、損害賠償を求める民事裁判を提起すること

ができる。 

 

ヒント 2: 調査 

知的財産権者は、自身の知的財産権の侵害行為に関する証拠と情報を持っていなければ、

侵害が疑われる者に対抗することはできない。証拠としては、侵害品のサンプル、広告物の

写し等がある。この段階で、証拠は対象となる侵害行為の調査に沿って収集しなければなら

ないことに留意されたい。調査の対象は卸売業者、小売業者、輸入業者、製造業者、輸送業

者、流通業者などを含めた侵害が疑われる個人／組織である。調査では侵害者の名前・名称、

住所、侵害行為が行われた場所、時間、範囲の特定に重点を置かなければならない。また知



18 

 

的財産権者は、侵害行為の解決促進のため、調査においては侵害行為の写真、侵害品／模倣

品のサンプルなど侵害行為の証拠を集めることに注意する必要がある。 

 

ヒント 3： 侵害行為に対する戦略の策定 

知的財産権者は、調査結果に基づき、侵害行為に対する戦略を策定しなければならない。

これには適用する措置の決定、侵害行為に対抗するための適切な計画の立案、行政措置の請

求後に民事訴訟により損害賠償請求するかどうかが含まれる。 

 

ヒント 4： 侵害者から行われる可能性のある全ての対抗措置の評価 

知的財産権者は、侵害者が全ての考えられる対抗措置を準備していることを常に念頭に置

いておかなければならない。このような対抗措置としては、該当する知的財産権の無効訴訟、

知的財産権者および／または所管当局が権利行使過程で誤りを犯した場合には、それに対す

る賠償請求などがある。 

 

ヒント 5： 侵害行為への対応を求める所管当局の選定 

知的財産権者が行政措置を取ろうとする場合、侵害行為への対応はどの所管当局が適切か

を常に考えなければならない。知的財産権者はこの判断に当たって以下の要素および例を検

討しなければならない。 

 

[1] 所管当局 

 

各所管当局には、特に下記の通り特定の知的財産権侵害行為の対応に関してそれぞれ受け

持ちがある。  

 発明 

実用新案 

回路配置 

商標、地理的

表示、商号、

工業意匠／模

倣品 

不正競争 著作権 

著作隣接権 

植物品種 

所管当局 ●科学技術監

査局 

●税関（トラ

ンジットおよ

び輸入） 

●人民委員会 

●市場管理部

局 (国内市場で

の取引および

輸送) 

●経済警察

（偽造商標商

品及び偽造地

理的表示商

品） 

●科学技術監

査局 

●税関（トラ

ンジットおよ

び輸入） 

●人民委員会 

●ベトナム 

競争当局 

●情報通信監

査局（ドメイ

ン名） 

●科学技術監

査局 

●税関（トラ

ンジットおよ

び輸入） 

●人民委員会 

●文化スポー

ツ観光監査局 

●市場管理部

局 

●警察 

●国境警備軍 

●海上警察 

●税関 

●人民委員会 

●農業監査局 

●2002 年行

政制裁に関す

る規則に規定

されたその他

の所管当局 

●税関 

●人民委員会 

 

つまり、取引において知的財産権の侵害行為が行われた場合、市場管理部が最適な部署と

なるが、その行為が生産の過程におけるものである場合は各部門の監査官が該当となる。  

 

[2] 知的財産権の侵害場所  

 

もう一つ決め手となる要素は、知的財産権の侵害行為が発生した場所である。これは、各
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専門執行機関の知的財産権のエンフォースメント業務も場所を基準に割り当てられているか

らである。 

 

＜注＞ 

 

i) 知的財産権者は、侵害に対する申立書の提出先を、知的財産権の侵害行為が

発見された省の所管当局としなければならないことに注意すべきである。 

 

ii) 知的財産権の侵害行為が、その発生後に複数の市や省にまたがって広がった

場合には、当該侵害行為に対する制裁適用の請求は、中央レベルの所管当局

にのみ提出できる。  

 

ヒント 6： 鑑定書 

所管当局は、知的財産権者の主張が正しいのかそうでないのかの判断に迷うことがある。そ

のような場合に、知的財産権者がその問題について鑑定書を入手して提示できれば、所管当

局の不安を払拭することができる。 

 

ヒント 7： 所管当局への援助 

所管当局は国家予算により業務を行っているが、予算には限りがあり、主に国から指示さ

れた業務に予算が費やされる。従って、知的財産権者からの援助は歓迎されることであり、

ベトナムの法律はこれを認めている。援助の形態としては技術・財政援助があり、調査・レ

イドから保管・侵害品の破棄等までの措置の実施において生じる実費が賄われる。 

 

b. 手続き 
 

行政措置は、知的財産権者の請求あるいは職権により行われる。知的財産権者は、所管当

局に行政上の救済措置の開始を請求したい場合、産業財産権の分野における行政上の制裁に

関する第 97/2010/ND-CP 号が規定する一定の要件を満たさなければならない。 

 

知的財産権侵害事件の処理手続きは大きく 2 段階に分かれる。  

  

第 1 段階 この段階では知的財産権者が手続きをすることになるが、請求の準備作業

が中心になる。 

 

第 2 段階 この段階では所管当局が手続きを開始し、知的財産権の侵害とされる行為

の検証と行政措置の適用（必要がある場合）が中心になる。  

 

 

知的財産権者による手続き 
 

第 1ステップ： 

知的財産法によれば、知的財産権者は知的財産権の侵害行為に対する行政措置を求める請

求を作成して提出しなければならない。所管当局所定の請求の様式はない。しかし、知的財

産法および産業財産分野における行政上の制裁に関する政令第 97/2010/ND-CP 号は、知的財

産権者による請求書に記載すべき事項の一部として、侵害が疑われる者の名称・名前と住所、

侵害が疑われる知的財産権の内容、知的財産権の侵害行為の詳細など、知的財産権者が初期

段階で発見し収集した事項を含めることを要求している。請求は文書で行うものとし、以下

を添付しなければならない。 

i) 申立人の権利を証明する証拠、すなわち当該知的財産権の登録証もしくは特許証

の認証コピー、または申立人が当該知的財産権を保護する権利を得た知的財産権



20 

 

使用許諾契約の認証コピー。 

ii) 当該知的財産権の侵害行為があったことを示す証拠。例えば、広告物、販促品、

侵害要素を含んだ商品サンプル、または模倣品のサンプル。 

ii) 侵害の疑われる者、侵害の範囲、場所および時期に関する情報 

iii) その他の必要書類及び証拠 

iv) 申請書を代理人を通して提出する場合は、委任状  

   

申請書を作成するときは、知的財産権者は上記の注とヒントのリストを再度チェックしな

ければならない。これらに従わなかった場合、知的財産権者は時間と他の資源を無駄にする

可能性がある。 

 

第 2ステップ： 

所管当局が知的財産権者から請求を受けた場合、まず当該請求が形式要件に準拠している

かどうかを調べる。準拠していることが確認された場合、所管当局は行政措置を開始する。

行政措置が第 2 段階に入ったともいえる。 

 

  第 2 段階においては、知的財産権侵害に対して行政措置を進める権能を与えられた所管当

局のみが稼働する。これらの当局には、(i)科学技術省（MOST）、(ii)商工省（MOIT）、(iii)

文化スポーツ観光省（MOCST）、(iv)公安省（MPS）、（v）税関総局（GDC）などがあり、

とりわけ、知的財産権侵害を処理する権限を以下の専門部門を通じて行使している。 

 

 産業財産権監査局－科学技術省下の部門 

 市場管理局（Market Control Bureau）－商工省（MOIT）下の部門 

 文化監査局－文化スポーツ観光省（MOCST）下の部門 

 経済警察－公安省下の部門 

 税関総局 

 

請求を受けた所管当局は当該事案に対応するため下記の措置を取らなければならない。 

 

 

所管当局による手続き 
 

 第 1ステップ：請求受理と行政上の処分（レイド）の準備 

所管当局は、請求を受理した後、請求書、添付文書および証拠の内容を審査する。申請者

が提出した文書および証拠が不十分であるか、または提出された請求書と不一致がある場合、

所管当局は申請者に対して通告書を送付し、当該通告書の日付から 30 日以内に追加文書、

証拠および／または説明書を提出するよう求める。 

 

請求書に問題がなかった場合、該当当局の担当者は請求を受理して 30 日以内に、申請者

に対して、予定期日、手順、解決方法、侵害行為の審査、検査、検証における知的財産権者

からの支援・援助の要求を通知する。 

 

 所管当局は、その裁量により、侵害の疑われる者に対し、関連文書の提出および侵害の疑

いがある行為についての説明を要求することができる。 

 

行政措置を求める請求の受理後に当該産業財産権の登録権、所有権、侵害解決請求権、保

護条件、保護範囲について異議申立、告発または紛争がある場合、その事案を受理した所管

当局は以下を行うことができる。 

i. 知的財産法に従い、異議申立、告発の解決、または所管当局における決定の手続

を完了させるよう関係者に要求すること。 
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ii. 知的財産権者に対し、説明、誓約を行うこと、または NOIP に当該知的財産権の

法的地位を明らかにするよう要求すること。 

 

侵害行為に多数の複雑な事項が含まれている場合、または複数の組織あるいは個人が関係

する場合には、事件を受理した所管当局は当該事件の処理に関して他の所管当局の協力を要

請することができる。すなわち、複雑な侵害行為である場合には当該事件に対処するため複

数の所管当局が共同組織を形成する傾向がある。例えば、知的財産権者が特定の侵害行為の

解決を警察に要請した場合、警察は、その裁量により、科学技術省監査局または市場管理部

門と協力して当該事件に対処することができる。この段階では、所管当局は申立人に対し、

侵害の疑いのある行為が知的財産権の侵害行為にあたるかに関する鑑定を取得するよう要求

できる。 

  

上記の実行後、所管当局はレイドを実施する決定を発行する。 

 

第 2ステップ：レイドの実施 

レイドにおいて、当局担当者が侵害行為を確認した場合には行政上の違反行為の捜査記録

書を作成しなければならない。捜査記録書の作成者は、違反した組織または個人に侵害行為

に関する意見を述べるよう促さなければならない。 

 

侵害品、模倣品および／または侵害手段は封印し、差し押さえる。所管当局は、その裁量

で捜査対象となった個人/団体に対し、当該事案の更なる解決に向けて、その敷地内で商品に

触れないよう命じるか、保管をすることを命じることができる。そして、本件の封印、押収、

保管命令は記録されることとなる。 

 

第 3ステップ：疑われる侵害行為の査定および関係者への説明および補足文書提出の要求 

事件の解決において、侵害の疑いがある者は、申立人の要求に同意できない場合は、行政

違反の捜査記録書の作成日から 10 日以内に、その裁量によりまたは担当者からの要求によ

り、情報、文書、証拠または説明を提出することがある。侵害の疑いがる者は、適法な理由

に基づき、事件を受理した所管当局に対し、上記期間の延長を申請することができるが、行

政違反の捜査記録書作成日から 30 日を超えてはならない。 

 

捜査手続対象の方法の発明、方法の実用新案に対する権利の侵害がないことの証明に関し

ては、侵害の疑いがある者が立証責任を負わなければならない。従って、かかる者は疑義品

が発明または実用新案の保護の対象となる方法を用いて製造されたものでないことを証明し

なければならない。 

 

前の段階で鑑定を取得できなかった場合、所管当局は、この段階で、その職権により、事

件解決促進のため鑑定を求める。 

 

第 4ステップ：決定 

侵害が認定された場合、当局は行政上の制裁に関する決定を発行する。制裁決定の期限は

行政違反の捜査記録書の作成日から 10 日である。多くの複雑な事情のある行政違反の場合

には、決定発行の期限は 30 日となる。検証、証拠収集にさらに時間を要する事件について

は、当局担当者はその旨を直属の上司に文書で通知して期間の延長を求める。延長は文書に

より行い、延長期間は 30 日を超えてはならない。所管当局は、当該事案の制裁の決定を含

めて知的財産権者かその代理人によく連絡をしている。 

 

侵害なしと認定された場合、当局は事件を棄却して差し押さえた商品がある場合はそれを

返却する。知的財産権者は、虚偽申立を理由として、侵害の疑いをかけた者から民事訴訟を

提起される可能性がある。 
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第 5ステップ:：制裁決定の実行 

 行政違反の制裁対象となった個人および組織は、制裁決定を受領してから 10 日以内に制

裁決定を実行しなければならない。 

 

上記の行政上の救済措置は侵害品および侵害手段に対処するため適用される。没収された

侵害品、侵害の手段の処分は制裁決定に署名された日から 90 日以内に行わなければならな

い。かかる処分の方法、時期、場所は知的財産権者またはその代理人に通知する。 

 

知的財産権者および/またはその代理人は、没収された侵害品および違反の手段の処分につ

き、立会および監督を行う権利を有し、所管当局を支援する義務を有する。 
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産業財産権のエンフォースメントにおける行政手続の詳細を下記に示す。 

 

 

 

 

 

代理人 知的財産権者/ 

請求 
消費者/ 

通知 

説明/ 

補足証拠の 

提出 

疑いのある侵害者 所管当局 

職権/ 

模倣品 

紛争解決 

当局 

却下/ 

停止 

事案受理 

計画の通知/ 

協力 

レイド 

捜査記録書作成 

制裁に関する決定 

決定の実行 

決定の 

強制執行 

手続開始 

知的財産権利者が 
続行を請求 

権原の修正/ 

無効化 

侵害品の処分 

事業、 

ドメイン名、 

広告、信用の 

管理当局 

専門家の意見 

専門家の結論 

調整部門 

刑事警察 

国庫局に 

罰金返還要求 

決定の 

修正、 

取消 

差押え品の 

返却要求 

損害賠償請求 

侵害者 

罰金支払 

侵害要素の 

排除 

侵害品の 

処分 

30 

日 

10 日 

30 日 

30 日 

15/30 日 

10 日 

30 日 

3 ヶ月 

90 日 
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フローチャートの説明 
 

1A 

 

1B 

権利を侵害された知的財産権者は、所管当局に対して侵害解決を要求する権利を

有する。 

知的財産権の侵害により消費者または社会に損失が生じていることを発見した者

であれば誰でも可。 

2 所管当局とは次をいう。i) 科学技術監察局、ii) 情報通信監察局、iii) 市場管理部、

iv) 税関、v) 警察 vi) ベトナム競争管理局、vii) 省および県レベルの人民委員会 

3 所管当局は、請求の受付から 10 日以内に、請求を正式に受理するか、（30 日以内

に）補足文書の提出を求めるかを決定する必要がある。 

4 所管当局は申立人に解決計画を通知する。 

5 所管当局が侵害行為に対するレイドを実施する。 

6 所管当局が侵害行為を認定した場合、侵害停止を命令し、捜査記録書を作成す

る。  

7 行政上の制裁の決定は捜査記録書の作成日から 10 日（複雑な事件では 30日）以

内に発行しなければならない。 

8 侵害行為にあたる場合、決定の受領日から 10 日以内に制裁を実行しなければなら

ない。 

9 所管当局は、決定の実行期限経過後、制裁の決定に記された行政措置を実行する

よう侵害者に対して強制執行を行う。 

10 紛争解決当局 （国家知的財産庁（NOIP）など） が、制裁決定の日から 3 ヶ月以内

に当該権原の（全部または一部の）有効性の修正、取消、無効化を行った場合、 

11 制裁決定を発行した所管当局は、他の所管当局（国家知的財産庁（NOIP）など）

による紛争解決決定に従い、当該決定の（全部または一部の）有効性の修正、取

消、無効化を行わなければならない。 

12 (11)に基づく制裁決定の修正、取消、無効化が行われた場合、侵害者は国庫局に罰

金の返還を求めることができる。 

13 (11)に基づく制裁決定の修正、取消、無効化が行われた場合、侵害者は差押品の返

却を求めることができる。 

14 (11)に基づく制裁決定の修正、取消、無効化が行われた場合、侵害者は知的財産権

者に対して損害賠償を求めることができる。 

15 侵害者は、制裁の通知から 30 日以内に、i) 侵害要素の排除、ii) 侵害要素の廃棄、

iii) 非営利目的での流通または使用、iv) ベトナムからの撤去または排除、を行わな

ければならない。知的財産権者は侵害品の処理手続に参加する権利を有する。 

16 所管当局は知的財産権者に対し、10日以内（30日以内に延長可能）に追加の文書

および証拠を提出するよう要求することができる。 

18 申立権、保護の範囲および／または権原の有効性に関する紛争／異議申立が存在

する場合、所管当局は申立人に対し、他の所管当局（国家知的財産庁（NOIP）な

ど）による紛争／異議申立の解決を要求することができる。所管当局は、知的財

産権者の誓約または国家知的財産庁（NOIP）からの回答の受領から 15日以内に、

その裁量により、行政措置の申立の受理または却下を決定することができる。 

19 所管当局は、下記の場合には行政措置の実行を却下しなければならない。i) 当該

知的財産権に争いがある場合、ii) 申立人が請求内容の説明を行わずまたは文書の

追加提出をしなかった場合、iii) 行政措置を制限する法律が適用される場合 iv) 侵

害が認められない場合、v) 措置を継続する理由がない場合、vi) 疑われる行為が知

的財産法第 125.2 条の定める例外にあたる場合。 

所管当局は下記の場合は行政措置を停止しなければならない。i) 請求受理の後
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に紛争が生じた場合（他の所管当局が紛争を解決するまで）、ii) 申立人が請求を

取り下げた場合、iii) 関係者が事件の解決に同意した場合。 

20 紛争が生じた場合、知的財産権者は宣誓書を提出し、疑いがある侵害者に対して

補償（存在する場合）を支払うことを誓約することにより、行政措置の継続を要

請することができる。 

21 事業登録、ドメイン名、広告、ラベル、信用を所管する当局は、下記に関連する

制裁決定の要求を実行しなければならない。i) 侵害の強制終了、ii) ウェブサイト

および広告手段からの侵害要素の強制排除、iii) 侵害品／サービスに関連する電子

取引を含めた事業活動の一定期間の停止、iv) 侵害要素を含む商号またはドメイン

名の変更または取消、v) 罰金の徴収 

22 知的財産権者はそのベトナム事務所代表者または知的財産代理人に対し、行政措

置の請求権限を付与することができる。 

23 所管当局は、国家知的財産庁（NOIP）または知的財産権鑑定機関に対し、侵害が

疑われる事件についての専門家の意見書の発行を求めることができる。 

知的所有権者および侵害が疑われる者は知的財産権鑑定機関から専門家の結論

を入手できる。 

24 所管当局は職権で検査、査察、捜査を実施し、所有権者と協力して偽造の確認お

よび対処を行う責任を負う。 

25 下記については協力が必要である。i) 当該事件が複雑および／または各種の個人

あるいは組織に関連している場合、ii) 侵害、侵害を受けた物品の価値、罰金、そ

の他の措置についての合意形成、iii) 所管当局による当該事件への適切な対応を支

援するための諮問委員会の設立。 

26 侵害が犯罪を構成する場合、所管当局は事件を警察に送付して刑事措置を取る。 

27 制裁決定から 90 日以内に、没収品について次の処置を行うものとする。i) 知的財

産権者の知的財産権を妨げることなく、侵害要素を排除するかあるいは非営利の

目的に使用する、ii) 侵害品を廃棄する。知的財産権者は侵害品の取り扱いについ

て所管当局への証言および支援を行うことができる。  
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